
 
 

１１  公公務務災災害害のの認認定定状状況況  

（１）概要 

地方公務員災害補償基金が公務災害（通勤災害は含まない。以下同じ。）として認定した件数

をみると、平成 15 年度をピークに減少傾向にあったものの、平成 28 年度以降増加に転じ、令和

2 年度は減少したが、令和 3 年度は 25,590 件で、前年度に比べ 1,150 件（4.7％）増加した。 
 
図１ 公務災害認定件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
また、職員千人当たりの公務災害認定件数でみると、平成 28 年度から平成 30 年度までは増加

傾向にあり、令和 3 年度は 9.13 件で前年度に比べ 0.29 件（3.3％）増加した。 
 
図２ 公務災害認定件数（千人率）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

公公務務災災害害のの現現況況 ～令和３年度認定分（要約版）～ 
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（単位：件）
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※千人率の基礎となる職員数は、総務省（旧自治省）「地方公務員給与の実態」各年版による（平成26年度までは教育長を含む。）。 
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（２）職員区分別  

令和 3 年度の公務災害認定件数を地方公務員災害補償基金による職員区分でみると、「その他

の職員」を除くと「義務教育学校職員」が 5,890 件で全体の 23.0％と最も多く、次いで「警察職

員」の 3,357 件（13.1％）、「義務教育学校職員以外の教育職員」の 3,184 件（12.4％）などの順

となっている。 
 

図３ 職員区分別公務災害認定件数 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 職員区分別公務災害認定件数の推移 
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  「その他の職員」を除いた公務災害認定件数上位５区分（「義務教育学校職員」、「警察職員」、

「義務教育学校職員以外の教育職員」、「消防職員」及び「清掃事業職員」）の千人率は、「清掃事

業職員」が 21.32 件で最も高いが、前年度と比較して 2.00 件減少しており、次いで「警察職員」

の 11.61 件（0.43 件減少）などの順となっている。 
 

表１ 主な職員区分別公務災害認定件数及び千人率                             （件） 

主な職員区分 対象職員数（人） 公務災害認定件数 千人率 

清 掃 事 業 職 員 ４１，１８２ ８７８ ２１．３２ 

警 察 職 員 ２８９，１４１ ３，３５７ １１．６１ 

義務教育学校職員以外の教育職員 ３４０，９１０ ３，１８４      ９．３４ 

義 務 教 育 学 校 職 員 ７２３，７４９ ５，８９０ ８．１４ 

消 防 職 員 １６３，０９８ １，２９３ ７．９３ 

※千人率の基礎となる職員数は、総務省「地方公共団体定員管理調査結果」による。 

 

図５ 主な職員区分別公務災害千人率の推移 
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（３）職種別 

令和 3 年度の公務災害認定件数を被災職員の職種別にみると、「その他の職員」を除くと「教育公

務員」が 8,295 件で全体の 32.4％と最も多く、次いで「看護師」の 3,403 件（13.3％）、「警察官」の

3,260件（12.7％）、「消防吏員」の1,303件（5.1％）、「医師・歯科医師」の1,042件（4.1％）などの順

となっている。 
また、千人率をみると、「医師・歯科医師」が 40.34 件で最も高く、次いで「調理員」の 28.47

件、「清掃職員」の 28.11 件、「看護師」の 26.84 件、「その他の医療技術者」の 13.20 件などの

順となっている。 
 

表２ 職種別公務災害認定件数及び千人率                                 （件） 

職  種 公務災害認定件数 構成比 職員数（人） 千人率 
医 師 ・ 歯 科 医 師 1,042  4.1% 25,831 40.34 

看 護 師 3,403  13.3% 126,791 26.84 

保 健 師 ・ 助 産 師 230  0.9% 40,864 5.63 

そ の 他 の 医 療 技 術 者 561  2.2% 42,516 13.20 

保 育 士 ・ 寄 宿 舎 指 導 員 等 1,000  3.9% 96,973 10.31 

船 員 16  0.1% 2,219 7.21 

土木技師・農林水産技師・建築技師 349 （1） 1.4% 138,261 2.52 

調 理 員 538  2.1% 18,898 28.47 

運 転 士 ・ 車 掌 等 139  0.5% 15,586 8.92 

教 育 公 務 員 8,295 （9） 32.4% 848,212 9.78 

警 察 官 3,260 （8） 12.7% 261,214 12.48 

消 防 吏 員 1,303 （6） 5.1% 162,268 8.03 

清 掃 職 員 832 （1） 3.3% 29,599 28.11 

そ の 他 の 職 員 4,622 （19） 18.1% 993,530 4.65 

合   計 25,590 （44） 100.0% 2,802,762 9.13 

※（ ）内は死亡者数で内数 

図６ 職種別公務災害千人率 
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（４）傷病区分別 

令和 3 年度の公務災害認定件数を傷病区分別にみると、「負傷」が 23,397 件で全体の 91.4％
と最も多く、次いで「その他の疾病」1,779 件（7.0％）、「公務上の負傷による疾病」414 件（1.6％）

の順となっている。なお、「その他の死亡」は 0 件であった。 
 

表３ 認定事由別・職員区分別公務災害認定件数                              （件） 

職員区分  

認定事由 
義務教育 
学校職員 

義務教育 
学校職員 
以外の 
教育職員 

警察職員 消防職員 
電気・ 
ガス・ 
水道事 
業職員 

運輸事 
業職員 

清掃事 
業職員 船員 その他 

の職員 
合計 

 構成比 

負
傷 

自己の職務遂行中 5,423 2,842 2,434 803 180 123 752 12 8,289 20,858 81.5% 
訓 練 中 - 1 431 168 1 - - - 5 606 2.4% 
担当外の職務遂行中 3 1 1 2 - - - - - 7 0.0% 
出張中又は赴任途上 211 140 112 69 61 - 15 3 902 1,513 5.9% 
出退勤途上（公務上のもの） 29 28 51 33 7 19 6 - 128 301 1.2% 
レクリエーション参加中 3 5 - - - - - - 2 10 0.0% 
設備の不完全又は管理上の不注意  4 2 1 - - - 1 - 17 25 0.1% 
職務遂行に伴う怨恨 - - 3 - - - - - 2 5 0.0% 
そ の 他 9 9 15 3 2 - 1 - 33 72 0.3% 
小     計 5,682 3,028 3,048 1,078 251 142 775 15 9,378 23,397 91.4% 

公務上の負傷による疾病  105  48  29 42  3  3  28  -  156  414 1.6% 

そ
の
他
の
疾
病 

職 業 病 24 11 183 45 9 1 18 - 374 665 2.6% 
脳 疾 患 4 5 - - - - - - 3 12 0.0% 
心 疾 患 6 1 - 1 - - 1 - - 9 0.0% 
精 神 疾 患 6 7 4 6 2 - 1 - 31 57 0.2% 
呼 吸 器 疾 患 - 1 10 7 - - - - 64 82 0.3% 
肝 臓 疾 患 - - - - - - - - 39 39 0.2% 
胸腹部 臓器疾患 - - 1 - - - - - 1 2 0.0% 
食 中 毒 - - - - - - - - 5 5 0.0% 
腰 痛 34 21 17 24 3 3 8 - 67 177 0.7% 
頸 肩 腕 症 候 群 2 - - - - - - - 1 3 0.0% 
皮 膚 病 - 8 4 3 2 - 17 - 58 92 0.4% 
眼 疾 患 14 17 9 5 2 - 13 - 79 139 0.5% 
耳 疾 患 4 3 3 2 - - - - 2 14 0.1% 
鼻 疾 患 - - - - - - - - - - - 
そ の 他 9 34 49 80 8 1 17 - 285 483 1.9% 
小     計 103 108 280 173 26 5 75 - 1,009 1,779 7.0% 

そ の 他 の 死 亡  -  -  -  -  -  -  -  - -  - 0.0% 
合       計 5,890 3,184 3,357 1,293 280 150 878 15 10,543 25,590 100.0% 
構   成    比 23.0% 12.4% 13.1% 5.1% 1.1% 0.6% 3.4% 0.1% 41.2% 100.0%  
※1 「その他の疾病」は、「公務上の負傷による疾病」を除く疾病をいう。 
※2 出退勤途上の負傷は通勤災害となるが、深夜に勤務が開始又は終了した場合等には公務上のものとして取り扱われる。 
※3 「胸腹部臓器疾患」は、肝臓疾患を除く。 
※4 「その他の死亡」は、公務上の負傷又は疾病によらない死亡をいう。 
※5 構成比は、小数点以下第2位を四捨五入して算出した。 
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２２  公公務務上上死死亡亡災災害害のの状状況況  

（１）概要 

公務上死亡者数は、平成 23 年度を除き、平成 11 年度以降 30～50 人前後で推移しており、令

和 3 年度の公務上死亡者数は 44 人で、前年度に比べ 2 人（4.3％）減少した。 
 

図７ 公務上死亡者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※平成23年度以降は、東日本大震災に起因する公務上死亡者を含む。 

 
職員 10 万人当たりの公務上死亡者数は、平成 23 年度を除き、平成 8 年度以降 1 人台で推移

している。 
 

図８ 公務上死亡者数１０万人率の推移 
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（単位：人）
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（単位：人）

※10万人率の基礎となる職員数は、総務省（旧自治省）「地方公務員給与の実態」各年版による（平成26年度までは教育長を含む。）。 
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（２）事故の型別 

令和 3 年度の公務上死亡者数を事故の型別にみると、「その他」を除くと「墜落・転落」が    

6 人で全体の 13.6％と最も多く、次いで「有害物等との接触」が 5 人（11.4％）、「激突」及び「交

通事故」のそれぞれ 2 人（4.5%）、「転倒」及び「おぼれ」のそれぞれ 1 人（2.3％）の順となっ

ている。 
 

図９ 事故の型別公務上死亡者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
過去 5 年間の合計でみると、「その他」を除くと「墜落・転落」が 38 人で全体の 18.4％と最も

多く、次いで「有害物等との接触」の 18 人（8.7％）、「交通事故」の 17 人（8.3％）、「火災」の

7 人（3.4％）などの順となっている。 
 

表４ 事故の型別公務上死亡者数の推移                                   （人） 

 平 成 
29 年度 

平 成 
30 年度 

令 和  
元年度 

令 和  
２年度  

令 和  
３年度 

合 計 
 構成比 

墜 落 ・ 転 落 7 11 9 5 6 38 18.4% 
転 倒 1 1 - - 1 3 1.5% 
激 突 1 - - - 2 3 1.5% 
はさまれ・巻き込まれ 1 - - - - 1 0.5% 
お ぼ れ 2 - 1 1 1 5 2.4% 
高温・低温の物との接 1 1 - - - 2 1.0% 
有害物等との接触 3 2 5 3 5 18 8.7% 
火 災 1 2 - 4 - 7 3.4% 
交 通 事 故 2 7 2 4 2 17 8.3% 
故 意 の 加 害 行 為 - 2 1 - - 3 1.5% 
そ の 他 16 11 26 29 27 109 52.9% 
合 計 35 37 44 46 44 206 100.0% 

 

 

墜落・転落

6
13.6%

有害物等との接触

5
11.4%

激突

2
4.5%

交通事故

2
4.5%

転倒

1
2.3%

おぼれ

1
2.3%

その他

27
61.4%

事 故 の 型 別

公 務 上 死 亡 者 数

(令和3年度認定分)

44人

（単位：人）
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（３）職員区分別 

令和 3 年度の公務上死亡者数を職員区分別にみると、「警察職員」が 8 人で全体の 18.2％と最

も多く、次いで「義務教育学校職員」の 7 人（15.9％）、「消防職員」の 6 人（13.6％）、「義務教

育学校職員以外の教育職員」の 4 人（9.1％）、「清掃事業職員」の 3 人（6.8%）、「電気・ガス・

水道事業職員」の 2 人（4.5％）の順となっている。 
また、過去 5 年間の合計でみると、「消防職員」が 33 人で全体の 16.0％と最も多く、次いで

「警察職員」の 32 人（15.5％）、「義務教育学校職員」の 29 人（14.1%）などの順となっている。 
 

表５ 職員区分別公務上死亡者数の推移                                 （人） 

 平 成 

29年度 

平 成 

30年度 
令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

合 計 

 構成比 

義 務 教 育 学 校 職 員 7 3 6 6 7 29 14.1% 

義務教育学校職員以外の教育職員 2 2 9 3 4 20 9.7% 

警 察 職 員 5 9 4 6 8 32 15.5% 

消 防 職 員 5 10 4 8 6 33 16.0% 

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 事 業 職 員 2 2 3 - 2 9 4.4% 

運 輸 事 業 職 員 1 1 3 - - 5 2.4% 

清 掃 事 業 職 員 - 2 - 2 3 7 3.4% 

船 員 - - - - - - - 

そ の 他 の 職 員 13 8 15 21 14 71 34.5% 

合 計 35 37 44 46 44 206 100.0% 

 

 

 

 
 
この資料は、地方公務員災害補償基金「常勤地方公務員災害補償統計」及び「公務上死亡災害の発生状況」

に関する調査の結果を分析し、まとめたものです。 
なお、各図表中における構成比の数値は、単位未満を四捨五入しているため合計が１００％にならない場合

があります。 
 

令和５年３月 
  

一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会 
  

〒102-0083 
東京都千代田区麹町三丁目2番地 垣見麹町ビル３階 
電話 03-3230-2021  ＦＡＸ 03-3230-2266 
ＵＲＬ https://www.jalsha.or.jp/ 
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